
























































































































　既に報道されているように，昨年 2014 年 9 月 8 日スコットランドはイギリ





















































ドナルド（James Ramsay MacDonald, 1866-1937）はイギリス史上最初の労働党
内閣（1924 年）を組織し首相に付き，次のように述べていた。「スコットラン
ドおよびウェールズ問題に対するイングランドの圧倒的影響は，これらの民族


























の人々は言う，われわれは 3 割の自治に過ぎない。この 7 対 3 という比率は縦
社会の象徴である。霞ヶ関が地方自治を奪っていると言える。これは日本社会，
日本国家の問題であり，個人の意識問題として考えねばならない。この官僚国






































































































































































































































Britain-USA now: A Survey in Key Word は次のように記している。
　　 「1977 年 12 月，労働党政府は下院に対して二つの別々の法案を提案し
た。それは，エディンバラとカーディフにそれぞれスコットランド会議
（Assembly）とウェールズ会議を設けるためであった。法案には国王によ
る裁可がおり，1978 年 7 月 31 日法令となった。これらはキルブランドン
卿（Lord Kilbrandon）が司会する，王立憲法委員会の 1973 年報告書に基



























































































































































合邦の意義が述べられる。『人間本性論』の第 2 部「道徳について」，10 節「正
義と不正義について」，そして「忠誠の対象について」へ議論を絞り込み，国
家グレート・ブリテンすなわち政体のあるべき姿を求めるヒュームの見解が見




























世（James Ⅱ, 1633-1701）と議会が対立し，議会はウィリアム三世（William Ⅲ, 
William of Orange, 1662-1694）を共同統治者として推した。ジェイムス二世はフ
ランスに亡命となる。
「統治は，人間がたがいの利便と安全のために考案したものにすぎない」から






























































































































































































































































































































　（ 1 ）　 British Cultural Identities, Edited by Mike Storry and Peter Childs, 2013. p.37.（塩







　（ 2 ）　 拙著『英語発達史と民主主義』政経論叢 163 号，2013 年を見よ。








　（ 4 ）　 9 月 20 日（土）の朝日新聞の 1 面，11 面を見よ。
　（ 5 ）　 哲学者・カントは生前自らのルーツはスコットランドであると述べていた。し
かしそれは後に否定されている。しかし啓蒙期哲学を完成させた巨匠をヒュー






　（ 6 ）　 スコットランド語が存在するが，独立支持者もスコットランド語の復活を退け
る。むしろそれだけにイギリスに留まろうとする人々が潜在的に多い，だから
予想に反して過半数を大きく超えたのであると言えるかもしれない。Edited by 
Mike Storry and Peter Childs, ibid., p.214.（同書，2013 年，332 頁）
　（ 7 ）　 I. Friebel and H. Handel edited., Britain-USA now: A Survey in Key Word, Verlag 
Moritz Diesterweg, Frankfurt am Main,（中島文雄編『ディスターヴェーク英米制
度・習慣事典』秀文インターナショナル刊，1988 年，102 頁）Macdonald, R. J., 
Parliament and Revolution, 1919.











　（ 9 ）　 公式英国名は 1801-1921 年，The United Kingdom of Great Britain and Ireland で
あり，以後 The United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland である。た
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スコットランドの独立投票から見えてきたもの（山﨑）
Pomian, K. L’Europe et ses nations, Édition Gallimard, 1990, p.7.（松村剛訳『ヨーロッ
パとは何か―分裂と統合の 1500 年―』平凡社，1993 年，7 頁）
　（12）　 Maurois, A., Histoirre de l’Angleterre, Librairie Hachette, 1963 Tous droits réserés 




党派的な戦略の一部としてウィッグ党によって獲得された『合邦法 the Act of 
Union』にいたるまでの諸事件である。1703 年にスコットランド議会は『主権










ンドとの競争で損害を受けた。」かっこ内筆者。Morton, A. L. A People’s History 
of England, Lawrence & Wishart Ltd. London, 1968, p.300.（鈴木亮・荒川邦彦・
浜林正夫訳『イングランド人民の歴史』未来社刊，1972 年，251-252 頁）
　（13）　 Pomian, K. Ibid. pp.158-159.（同書，182-183 頁）
　（14）　 I. Friebel and H. Handel edited., Britain-USA now: A Survey in Key Word, Verlag 
Moritz Diesterweg, Frankfurt am Main,（『ディスターヴェーク英米制度・習慣事典』
100-101 頁）
　（15）　 『イギリスの生活と文化事典』研究社，1982 年，714-715 頁
　（16）　 Britain-USA now: A Survey in Key Word（『ディスターヴェーク英米制度・習慣事典』
102 頁）
　（17）　 Britain-USA now: A Survey in Key Word（『ディスターヴェーク英米制度・習慣事典』
102-103 頁）
　（18）　 Britain-USA now: A Survey in Key Word（『ディスターヴェーク英米制度・習慣事典』
103 頁）












の総選挙では 650 人の国会議員（MP）が選ばれた。Edited by Mike Storry and 
Peter Childs, ibid., p.193.（同書，302 頁）
　（21）　 地方自治法で認められている。地方 6 団体（全国知事会，全国市長会，全国町
村会，全国都道府県議会議長会，全国市議会議長会，全国町村議会議長会）が
内閣と国会に提出できる。
　（22）　 Trevelyan, G. M. History of England, Longman Group Limited London, 1973, 
pp.572-573.（大野真弓監訳『イギリス史 2』みすず書房，1974 年，208-209 頁）
　（23）　 地主小作農にいたるまで社会各層がその勢力を新たな方向に差し向けることが
できた。Trevelyan, G. M. ibid., p.572.（同書，207 頁）
　（24）　 THN, pp.563-564.（伊勢俊彦・石川徹・中釜浩一訳『人間本性論・第 3 巻道徳
について』法政大学出版局，2012 年，123 頁）
　（25）　 LLL2, p.160.（気賀健三・古賀勝治訳『自由の条件Ⅱ』春秋社，39 頁）
　（26）　 GV, S.67.（安井琢磨・八木紀一郎訳『国民経済学原理』58 頁）
　（27）　 GV, S.34.（『国民経済学原理』31 頁）
















美的判断においても何らかの決定が下される。」Arendt, H., Between Past and 
Future, Viking Press, 1968, p.221.（引田隆也・斎藤純一訳『過去と未来の間』み
すず書房，1994 年，300 頁）
　（32）　 IEO, p.270.（嘉治元郎・嘉治佐代訳『個人主義と経済秩序』357 頁）
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